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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第99期
第3四半期
連結累計期間

第100期
第3四半期
連結累計期間

第99期

会計期間
自  2010年  4月 1日
至  2010年 12月31日

自  2011年  4月 1日
至  2011年 12月31日

自  2010年 4月 1日
至  2011年 3月31日

売上高 (百万円)
204,569
(70,762)

223,673
(70,637)

272,630

税金等調整前四半期
(当期)　純利益

(百万円)
32,401
(10,650)

36,012
(11,498)

42,730

当社株主に帰属する
四半期 (当期) 純利益

(百万円)
23,134
(8,012)

24,712
(7,607)

29,905

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円)
2,774
(4,187)

3,661
(5,216)

17,312

株主資本 (百万円) 292,857 299,091 307,149

純資産額 (百万円) 295,142 301,319 309,678

総資産額 (百万円) 350,749 356,709 372,507

１株当たり当社株主に
帰属する四半期
(当期)　純利益

(円)
167.9
(58.2)

179.5
(55.3)

217.1

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)　純利益

(円) - - -

株主資本比率 (％) 83.5 83.8 82.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 21,777 3,272 19,617

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △　12,926 △ 220 △　19,334

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △　7,622 △　9,966 △　7,355

現金及び現金同等物の
四半期末 (期末) 残高

(百万円) 59,257 44,728 51,833

(注)  1 売上高には、消費税等は含まれておりません。

2 当社は、米国会計基準に基づき連結財務諸表を作成しております。

3 潜在株式調整後1株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

  せん。

4 「株主資本」は「当社株主の資本合計」を表示しております。

5 (括弧)は四半期連結会計期間を表示しております。

　

２ 【事業の内容】

当第3四半期連結累計期間（自　2011年4月1日　至　2011年12月31日）における、当社グループにおいて営

まれている事業の内容に重要な変更はありません。また、重要な関係会社の異動もありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第3四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第3四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

当第３四半期連結累計期間の世界情勢を見ますと、西欧では金融危機等の影響により、回復基調にあった

景気の動きは減速しました。米国では住宅市場が低迷し個人消費も伸び悩みました。アジアや中南米ではイ

ンフレ抑制のための金融引き締めにより、景気の拡大ペースは鈍化傾向を示しました。日本では震災後に落

ち込んだ生産や消費活動は徐々に回復しましたが、ユーロやドルに対する歴史的な円高の進行やタイにお

ける洪水の影響などもあり、景気回復のペースは低調なものとなりました。

　当第３四半期連結累計期間の当社グループの連結業績は、先進国における住宅市場が低迷したことや、円

高による海外売上の目減りがありましたが、魅力ある新製品の投入と当社の強みである販売・サービス体

制を活かした拡販が奏功し、売上高は前年同期比9.3％増の223,673百万円となりました。利益面において

は、売上の増加により、営業利益は前年同期比17.5％増の38,557百万円（営業利益率17.2％）となりました

が、急激な為替レートの変動により為替差損が2,852百万円発生し、また株価の下落により有価証券実現損

が643百万円発生したことなどから、税金等調整前四半期純利益は前年同期比11.1％増の36,012百万円（税

金等調整前四半期純利益率16.1％）、当社株主に帰属する四半期純利益は同6.8％増の24,712百万円（当社

株主に帰属する四半期純利益率11.0％）となりました。

地域別の売上高については、次のとおりです。

　国内は、業界随一のラインナップを誇るリチウムイオンバッテリ製品が好調だったことや、震災後の復旧

・復興需要があったことなどから、売上高は前年同期比15.3％増の38,551百万円となりました。

　欧州は、西欧の需要の伸びは鈍化しましたが、ロシアの需要が旺盛なことなどから、前年同期比8.3％増の

93,666百万円となりました。

　北米は、米国住宅市場が低迷する中、リチウムイオンバッテリ製品を中心とした販売が堅調に推移しまし

たが、円高の影響により売上が目減りし、前年同期比2.0％減の28,189百万円となりました。

　アジアは、中国の金融引き締めやタイにおける洪水の影響を受けたものの、東南アジア諸国の需要が堅調

に推移したことなどから、前年同期比11.6％増の19,813百万円となりました。

　その他の地域では、中南米では引き続き需要が底堅く前年同期比19.4％増の18,117百万円、また景気が堅

調に推移したオセアニアでは同17.3％増の14,039百万円と、それぞれ高い伸びを示しました。中近東・アフ

リカでは政情不安により経済活動が停滞したことなどから、前年同期比2.7％増の11,298百万円に留まりま

した。
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(2)地域別セグメントの業績

セグメント情報は当社および連結子会社の所在地に基づき決定されます。

　

日本セグメント

当第3四半期連結累計期間の日本セグメント売上高は、前年同期比15.1%増の94,442百万円となりました。

この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比13.8%増の52,227百万円（連結売上高の23.3%）となりまし

た。

　当第3四半期連結累計期間の日本セグメントの営業利益は、売上の増加および増産に伴う工場稼働率の向

上などにより前年同期比85.7%増の12,280百万円の営業利益となりました。

　

欧州セグメント

当第3四半期連結累計期間の欧州セグメント売上高は、前年同期比9.1%増の96,628百万円となりました。

この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比8.9%増の93,805百万円（連結売上高の41.9%）となりまし

た。

　当第3四半期連結累計期間の欧州セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比2.0%増の

11,311百万円となりました。

　

北米セグメント

当第3四半期連結累計期間の北米セグメント売上高は、前年同期比0.3%増の31,226百万円となりました。

この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比1.2%減の28,631百万円（連結売上高の12.8%）となりまし

た。

　当第3四半期連結累計期間の北米セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比9.8%増の

1,936万円となりました。

　

アジアセグメント

当第3四半期連結累計期間のアジアセグメント売上高は、前年同期比15.9%増の93,357百万円となりまし

た。この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比4.4%増の9,974百万円（連結売上高の4.5%）となりまし

た。

　当第3四半期連結累計期間のアジアセグメントの営業利益は、原材料価格の高騰や人件費の上昇による製

造費用の増加などにより前年同期比14.1%減の8,337百万円となりました。

　

その他の地域セグメント

当第3四半期連結累計期間のその他の地域セグメント売上高は、前年同期比15.6%増の39,363百万円とな

りました。この内、外部顧客に対する売上高は、前年同期比14.9%増の39,036百万円（連結売上高の17.5%）

となりました。

　当第3四半期連結累計期間のその他の地域セグメントの営業利益は、売上の増加などにより前年同期比

3.2%増の5,625百万円となりました。
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(3)財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、前期末に比べ15,798百万円減少し、356,709百万円となりま

した。主な要因は増産に伴う棚卸資産の増加などがあった一方で、円高に伴い海外子会社の資産が目減りし

たことや配当金などの支払により現金及び現金同等物、定期預金ならびに短期投資が減少したことによる

ものです。

　負債の部は、前期末に比べ7,439百万円減少し、55,390百万円となりました。主な要因は、支払手形及び買掛

金の減少によるものです。

　資本の部は、前期末に比べ8,359百万円減少し、301,319百万円となりました。主な要因は、前期末に比べ円

高になったことにより為替換算調整額が変動し、その他の包括損失累計額が増加したこと、ならびに自己株

式を取得したことによるものです。

　

(4)キャッシュ・フローの状況

営業活動の結果得られた資金は、棚卸資産の増加および支払手形及び買掛金の減少により前年同期に比

べ18,505百万円減少し3,272百万円となりました。

　投資活動の結果使用した資金は、売却可能有価証券の売却などにより前年同期に比べ12,706百万円減少し

220百万円となりました。

　財務活動の結果使用した資金は、自己株式の取得などにより前年同期に比べ2,344百万円増加し9,966百万

円となりました。

　上記活動の結果および為替レートの変動による影響により、当第3四半期連結会計期間末の当社グループ

の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末の51,833百万円から7,105百万円減少して44,728百万円となり

ました。

　

(5)事業上および財務上の対処すべき課題

当第3四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題について、重

要な変更および新たに生じた課題はありません。

　

(6)研究開発費

当第3四半期連結累計期間の研究開発費の総額は前年同期比12.4%増の6,101百万円となりました。当第3

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

　なお、エンジン搭載製品をはじめとする園芸用機器の開発体制を拡充するため、2011年10月、愛知県日進市

にある日進事業所内に園芸用機器の開発センターを開設しております。この開設により、主に小型4スト

ロークエンジン搭載商品、排ガス規制対策対応2ストロークエンジン搭載商品に関連する開発力の強化を

図っております。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 496,000,000

計 496,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第3四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2011年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2012年2月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 140,008,760140,008,760

東京証券取引所
（市場第一部）
名古屋証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は、100株です。

計 140,008,760140,008,760― ―

(注)  米国ではADR（米国預託証券）により、ナスダック証券取引所に上場しております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2011年10月 1日～
2011年12月31日

― 140,008,760 ― 24,206 ― 47,525
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第3四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

　

(7) 【議決権の状況】

当第3四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日(2011年9月30日)に基づく株主名簿による記載をして

おります。

① 【発行済株式】

　 　 　 2011年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）          　

　　　　　　
　 普通株式　　　2,257,300

― ―

完全議決権株式(その他) 　 普通株式　　137,603,7001,376,037 ―

単元未満株式  　普通株式　　　　147,760 ― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 140,008,760― ―

総株主の議決権 ― 1,376,037 ―

(注)  単元未満株式の欄の普通株式には当社所有の自己株式が92株含まれております。

　

② 【自己株式等】

　 　 2011年9月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
 株式会社マキタ

愛知県安城市住吉町
三丁目11番8号

2,257,300 ― 2,257,3001.61

計 ― 2,257,300 ― 2,257,3001.61
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)第95条の規定により、米国において一般に公正妥当と認められた会計基準による用語、

様式及び作成方法に準拠して作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当第3四半期連結会計期間(2011年10月1日から

2011年12月31日まで)及び当第3四半期連結累計期間(2011年4月1日から2011年12月31日まで)に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

　

　 　
前連結会計年度
(2011年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2011年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び現金同等物 　 　 51,833　 　 44,728　

　２　定期預金 　 　 15,719　 　 9,689　

　３　短期投資
※6,
9,11

　 33,555　 　 26,933　

　４　受取手形及び売掛金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　受取手形 　 1,914　 　 1,912　 　

　　　　売掛金 　 46,785　 　 41,457　 　

　　　　貸倒引当金 　 △ 935 47,764　 △ 759 42,610　

　５　棚卸資産 ※4 　 110,595　 　 117,945　

　６　繰延税金資産 ※7 　 6,039　 　 5,503　

　７　その他の流動資産
※9,
10,11

　 9,990　 　 9,888　

　　　流動資産合計 　 　 275,49574.0　 257,29672.1

Ⅱ　有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　土地 ※9 　 20,065　 　 20,075　

　２　建物及び構築物 ※9 　 72,201　 　 70,695　

　３　機械装置及び備品 ※9 　 73,195　 　 73,014　

　４　建設仮勘定 　 　 1,369　 　 4,978　

　 　 　 166,830　 　 168,762　

　５　減価償却累計額 　 　 △ 94,792　 　 △ 95,088　

　　　有形固定資産合計 　 　 72,03819.3　 73,67420.7

Ⅲ　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　投資
※6,
9,11

　 17,069　 　 16,709　

　２　のれん 　 　 721　 　 721　

　３　その他の無形固定資産
　　　（純額）

　 　 4,595　 　 4,565　

　４　繰延税金資産 ※7 　 1,403　 　 1,484　

　５　その他の資産 ※11　 1,186　 　 2,260　

　　　投資その他の資産合計 　 　 24,9746.7　 25,7397.2

　　　資産合計 　 　 372,507100.0　 356,709100.0
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前連結会計年度
(2011年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2011年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　短期借入金 ※11　 868　 　 2,973　

　２　支払手形及び買掛金 　 　 25,691　 　 19,539　

　３　未払金 　 　 4,386　 　 5,594　

　４　未払費用 　 　 6,125　 　 6,283　

　５　未払給与及び賞与 　 　 7,543　 　 5,774　

　６　未払法人税等 　 　 4,317　 　 3,692　

　７　繰延税金負債 ※7 　 112　 　 80　

　８　その他の流動負債
※8,
9,10,
11

　 7,183　 　 5,473　

　　　流動負債合計 　 　 56,22515.1　 49,40813.8

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　長期債務 ※11　 19　 　 13　

　２　退職給付引当金 　 　 3,128　 　 2,772　

　３　繰延税金負債 ※7 　 746　 　 643　

　４　その他の負債 ※8 　 2,711　 　 2,554　

　　　固定負債合計 　 　 6,6041.8　 5,9821.7

　　　負債合計 　 　 62,82916.9　 55,39015.5

(資本の部) ※5 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　当社株主の資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 23,805　 　 23,805　

　２　資本剰余金 　 　 45,420　 　 45,421　

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　利益準備金 　 　 5,669　 　 5,669　

　　　　その他の利益剰余金 　 　 293,532　 　 309,152　

　４　その他の包括利益
　　　（△損失）累計額

※6 　 △ 54,824　 　 △ 75,724　

　５　自己株式、取得原価 　 　 △ 6,453　 　 △ 9,232　

　　　当社株主の資本合計 　 　 307,14982.5　 299,09183.8

Ⅱ　非支配持分 　 　 2,5290.6　 2,2280.7

　　　資本合計 　 　 309,67883.1　 301,31984.5

　　　負債及び資本合計 　 　 372,507100.0　 356,709100.0

　 　 　 　 　 　 　 　

　 　

前連結会計年度末
(2011年3月31日)

当第3四半期連結会計期間
(2011年12月31日)

発行可能株式総数(普通株式） 　 496,000,000株 496,000,000株

発行済株式数(普通株式） 　 140,008,760株 140,008,760株

発行済株式数(自己株式除く) 　 137,757,699株 136,651,173株

自己株式数(普通株式） 　 2,251,061株 3,357,587株
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第3四半期連結累計期間】

　

　 　
前第3四半期連結累計期間
（自  2010年 4月 1日
   至  2010年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至  2011年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 204,569100.0　 223,673100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 125,93661.6　 135,32960.5

　　売上総利益 　 　 78,63338.4　 88,34439.5

Ⅲ　販売費及び一般管理費等 　 　 45,80522.4　 49,78722.3

　　営業利益 　 　 32,82816.0　 38,55717.2

Ⅳ　営業外損益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息及び配当金 　 1,019　 　 1,127　 　

　２　支払利息 　 △ 26　 　 △ 177　 　

　３　為替差損益(純額) ※10 △ 1,405　 　 △ 2,852　 　

　４　有価証券実現損益(純額) ※6 △ 15 △ 427△ 0.2 △ 643△ 2,545△ 1.1

　　税金等調整前四半期
　　純利益

　 　 32,40115.8　 36,01216.1

Ⅴ　法人税等 ※7 　 　 　 　 　 　

　１　当期税額 　 8,161　 　 10,270　 　

　２　期間配分調整額 　 805 8,9664.3 821 11,0915.0

　　四半期純利益 　 　 23,43511.5　 24,92111.1

Ⅵ　非支配持分に帰属する
　　利益

　 　 △ 301△ 0.2　 △ 209△ 0.1

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益

　 　 23,13411.3　 24,71211.0

　 　 　 　 　 　 　 　

1株当たり情報
前第3四半期連結累計期間
(自 2010年 4月 1日
  至 2010年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自 2011年 4月 1日 
  至 2011年12月31日)

　普通株式1株当たり― 　 　
　 　

　
　 　

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益 　 　

167.9円
　

179.5円

　　配当金四半期支払額 　 　 52.0円 　 66.0円
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【第3四半期連結会計期間】

　

　 　
前第3四半期連結会計期間
（自  2010年10月 1日
   至　2010年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自　2011年10月 1日
  至  2011年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
百分比
(％)

金額(百万円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 70,762100.0　 70,637100.0

Ⅱ　売上原価 　 　 44,66663.1　 42,62860.3

　　売上総利益 　 　 26,09636.9　 28,00939.7

Ⅲ　販売費及び一般管理費等 　 　 15,11121.4　 16,40523.3

　　営業利益 　 　 10,98515.5　 11,60416.4

Ⅳ　営業外損益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息及び配当金 　 386　 　 404　 　

　２　支払利息 　 △ 8　 　 △ 82　 　

　３　為替差損益(純額) ※10 △ 594　 　 △ 387　 　

　４　有価証券実現損益(純額) ※6 △ 119 △ 335△ 0.4 △ 41 △ 106△ 0.1

　　税金等調整前四半期
　　純利益

　 　 10,65015.1　 11,49816.3

Ⅴ　法人税等 ※7 　 　 　 　 　 　

　１　当期税額 　 2,709　 　 2,811　 　

　２　期間配分調整額 　 △ 176 2,5333.6 1,011 3,8225.4

　　四半期純利益 　 　 8,11711.5　 7,67610.9

Ⅵ　非支配持分に帰属する
　　利益

　 　 △ 105△ 0.2　 △ 69△ 0.1

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益

　 　 8,01211.3　 7,60710.8

　 　 　 　 　 　 　 　

1株当たり情報
前第3四半期連結会計期間
(自 2010年10月 1日
  至 2010年12月31日)

当第3四半期連結会計期間
(自 2011年10月 1日 
  至 2011年12月31日)

　普通株式1株当たり― 　 　
　 　

　
　 　

　　当社株主に帰属する
　　四半期純利益 　 　

58.2円
　

55.3円

　　配当金四半期支払額 　 　 15.0円 　 15.0円
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

　

　 　
前第3四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
至　2010年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
至　2011年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　 　

   1　四半期純利益 　 　 23,435　 24,921

   2　営業活動による純増への調整 　 　 　 　 　

　　　　減価償却費 　 5,615　 5,264　

　　　　法人税等期間配分調整額 　 805　 821　

　　　　売却可能有価証券実現益、純額 　 15　 643　

　　　　固定資産売除却損益、純額 　 △ 133　 109　

　　　　資産・負債の変動 　 　 　 　 　

　　　　　受取手形及び売掛金 　 △ 2,636　 397　

　　　　　棚卸資産 　 △ 14,510　 △ 20,873　

　　　　　支払債務及び未払費用 　 8,007　 △ 3,284　

　　　　　未払法人税等 　 1,857　 △ 967　

　　　　　退職給付債務 　 △ 492　 △ 866　

　　　　その他、純額 　 △ 186 △ 1,658△ 2,893△ 21,649

　　営業活動による純増 　 　 21,777　 3,272

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　 　

   1　資本的支出 　 　 △ 7,769　 △ 10,406

   2　売却可能有価証券の購入 　 　 △ 797　 △ 2,179

   3　満期保有目的有価証券の購入 　 　 △ 1,947　 △ 4,580

   4　売却可能有価証券の売却 　 　 797　 10,939

   5　売却可能有価証券の償還 　 　 500　 71

   6　満期保有目的有価証券の償還 　 　 800　 100

   7　固定資産の売却 　 　 458　 270

   8　定期預金の増減、純額 　 　 △ 4,209　 5,244

   9　その他、純額 　 　 △ 759　 321

　　投資活動による純減 　 　 △ 12,926　 △ 220

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　 　

   1　短期借入金の増減、純額 　 　 △ 52　 2,491

   2　自己株式の取得及び売却、純額 　 　 △ 6　 △ 2,778

   3　配当金 ※5　 △ 7,163　 △ 9,092

   4　その他、純額 　 　 △ 401　 △ 587

　　財務活動による純減 　 　 △ 7,622　 △ 9,966

Ⅳ　為替レートの変動に伴う影響額 　 　 △ 4,262　 △ 191

Ⅴ　現金及び現金同等物の増加（△減少） 　 　 △ 3,033　 △ 7,105

Ⅵ　現金及び現金同等物期首残高 　 　 62,290　 51,833

Ⅶ　現金及び現金同等物期末残高 　 　 59,257　 44,728

　 　 　 　 　 　

　 　

前第3四半期連結累計期間
(自 2010年 4月 1日
  至 2010年12月31日)

当第3四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円)

補足情報 　 　 　 　 　
　支払額 　 　 　 　 　
　　　　支払利息 　 　 35　 178

　　　　法人税等 　 　 6,304　 11,237
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四半期連結財務諸表に関する注記事項

１　会計処理の基準

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第95条の規

定により米国預託証券の発行に関して要請されている、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書、及び米国

における一般に公正妥当と認められる会計の基準、用語、様式及び作成方法に基づいて作成されております。

　当社は、1977年に米国預託証券を発行するにあたり、米国式連結財務諸表を作成し米国証券取引委員会に登

録しました。以降、当社は米国1934年証券取引所法第13条の規定に基づき継続的に米国式連結財務諸表の作成

及び提出を行っております。

　わが国における会計処理基準との主要な相違点は、次のとおりです。

　

(1) 新株発行費

新株発行費は、税効果調整後、資本剰余金より控除しております。

(2) 退職給付引当金

退職給付引当金は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 715「従業員報酬－退職給付」に準拠

して計上しております。

　同基準編纂書の適用により、予測給付債務または制度資産の予測と実際の結果との差額および前提条件

の変更による差額は、損失（利益）として将来の連結財務諸表に反映されます。未認識純損失（利益）は

期首時点における予測給付債務か制度資産の公正価値のいずれか大きい方の額の10%を超える部分につ

いて、制度加入者である従業員の平均残存勤続年数にわたって償却し、年金費用に含めております。

　また、年金及びその他の退職後給付の積立状況を連結貸借対照表上で認識しております。すなわち、積立

過剰額を連結貸借対照表上の資産として計上し、反対に、積立不足額を負債として計上します。未認識過

去勤務費用、未認識数理計算上の差異、およびその変動額は資本の部のその他の包括利益の構成要素とし

て認識しております。

(3) のれんおよびその他の無形固定資産

のれんおよびその他の無形固定資産の会計処理は、米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書 350

「無形固定資産－のれん及びその他」に準拠しております。のれんおよび耐用年数が確定できない無形

固定資産は償却をせず、原則として、少なくとも年1回及び減損の可能性を示す事象が発生した時点で減

損のテストを行っております。

　

２　四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理

(1) 税金費用の計算

連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税

金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて税金費用を計算しております。

　

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

15/35



　

３　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更

(1) 連結の範囲の変更

該当事項はありません。

(2) 持分法の適用範囲の変更

該当事項はありません。

(3) 会計方針の変更

該当事項はありません。

　

４　棚卸資産

2011年3月31日および2011年12月31日現在における棚卸資産の内訳は、以下のとおりです。

　

　 前連結会計年度末
(2011年3月31日) 　 当第3四半期連結会計期間末

(2011年12月31日)

製品・商品 91,059百万円　 97,441百万円

仕掛品 2,551 　 2,536

原材料 16,985 　 17,968

合計 110,595　 117,945

　

５　資本勘定

2011年6月28日開催の定時株主総会の決議に基づき、2011年3月31日時点で登録されている株主に対し配当

金7,025百万円（1株当たり51円）を支払いました。また、当第3四半期連結会計期間で2011年10月31日開催の

取締役会の決議に基づき、2011年9月30日時点で登録されている株主に対し中間配当金2,066百万円(1株当た

り15円)を支払いました。
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連結資本勘定計算書

前第3四半期連結累計期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　2010年4月1日　至　2010年12月31日）　　　　　　　（単位：百万円）

　

当社株主の資本

非支配
持分

合計

包括利益（△損失）

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

当社株
主に帰
属する
利益

非支配
持分に
帰属す
る利益

合計

前期首残高 23,80545,4205,669270,790△ 42,032△ 6,4452,466299,673　 　 　

自己株式の
取得及び処
分（純額）

　 　 　 　 　 △ 6　 △ 6 　 　 　

配当金 　 　 　 △ 7,163　 　 △ 136△ 7,299　 　 　

包括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

四半期純
利益

　 　 　 23,134　 　 301 23,43523,134 301 23,435

為替換算
調整額

　 　 　 　 △ 19,551　 △ 346△ 19,897△ 19,551△ 346△ 19,897

未実現有
価証券評
価損益

　 　 　 　 △ 817　 　 △ 817 △ 817　 △ 817

年金債務
修正額

　 　 　 　 53　 　 53 53　 53

四半期包
括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 2,819△ 45 2,774

前第3四半
期末残高

23,80545,4205,669286,761△ 62,347△ 6,4512,285295,142　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

当第3四半期連結累計期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　2011年4月1日　至　2011年12月31日）　　　　　　　（単位：百万円）

　 当社株主の資本

非支配
持分

合計

包括利益（△損失）

　

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

当社株
主に帰
属する
利益

非支配
持分に
帰属す
る利益

合計

当期首残高 23,80545,4205,669293,532△ 54,824△ 6,4532,529309,678　 　 　

自己株式の
取得及び処
分（純額）

　 1　 　 　 △ 2,779　 △ 2,778　 　 　

配当金 　 　 　 △ 9,092　 　 △ 150△ 9,242　 　 　

包括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

四半期純
利益

　 　 　 24,712　 　 209 24,92124,712 209 24,921

為替換算
調整額

　 　 　 　 △19,822　 △ 360△ 20,182△ 19,822△ 360△ 20,182

未実現有
価証券評
価損益

　 　 　 　 △ 1,184　 　 △ 1,184△ 1,184　 △ 1,184

年金債務
修正額

　 　 　 　 106　 　 106 106　 106

四半期包
括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 3,812△ 151 3,661

当第3四半
期末残高

23,80545,4215,669309,152△ 75,724△ 9,2322,228301,319　 　 　
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前第3四半期連結会計期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　2010年10月1日　至　2010年12月31日）　　　　　　　（単位：百万円）

　

当社株主の資本

非支配
持分

合計

包括利益（△損失）

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

当社株
主に帰
属する
利益

非支配
持分に
帰属す
る利益

合計

前第2四半
期末残高

23,80545,4205,669280,815△ 58,543△ 6,4472,306293,025　 　 　

自己株式の
取得及び処
分（純額）

　 　 　 　 　 △ 4　 △ 4 　 　 　

配当金 　 　 　 △ 2,066　 　 　 △ 2,066　 　 　

包括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

四半期純
利益

　 　 　 8,012　 　 105 8,117 8,012 105 8,117

為替換算
調整額

　 　 　 　 △ 4,741　 △ 126△ 4,867△ 4,741△ 126△ 4,867

未実現有
価証券評
価損益

　 　 　 　 917　 　 917 917　 917

年金債務
修正額

　 　 　 　 20　 　 20 20　 20

四半期包
括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 4,208△ 21 4,187

前第3四半
期末残高

23,80545,4205,669286,761△ 62,347△ 6,4512,285295,142　 　 　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

当第3四半期連結会計期間
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（自　2011年10月1日　至　2011年12月31日）　　　　　　　（単位：百万円）

　 当社株主の資本

非支配
持分

合計

包括利益（△損失）

　

資本金
資本
剰余金

利益
準備金

その他の
利益
剰余金

その他の
包括利益
(△損失)
累計額

自己株式

当社株
主に帰
属する
利益

非支配
持分に
帰属す
る利益

合計

当第2四半
期末残高

23,80545,4215,669303,611△ 73,345△ 6,4772,240300,924　 　 　

自己株式の
取得及び処
分（純額）

　 　 　 　 　 △ 2,755　 △ 2,755　 　 　

配当金 　 　 　 △ 2,066　 　 　 △ 2,066　 　 　

包括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

四半期純
利益

　 　 　 7,607　 　 69 7,676 7,607 69 7,676

為替換算
調整額

　 　 　 　 △ 1,908　 △ 81△ 1,989△ 1,908△ 81△ 1,989

未実現有
価証券評
価損益

　 　 　 　 △ 506　 　 △ 506 △ 506　 △ 506

年金債務
修正額

　 　 　 　 35　 　 35 35　 35

四半期包
括利益
(△損失)

　 　 　 　 　 　 　 　 5,228△ 12 5,216

当第3四半
期末残高

23,80545,4215,669309,152△ 75,724△ 9,2322,228301,319　 　 　

　

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

18/35



　

６　短期投資および投資

2011年3月31日および2011年12月31日現在の短期投資および投資は、売却可能有価証券、満期保有有価証券

および市場性ない持分証券（原価法）です。

　

2011年3月31日および2011年12月31日現在の主な有価証券の種類別の原価額、未実現利益、未実現損失、公正

価値および簿価は、以下のとおりです。

　

　 　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

短期投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 588百万円　 3百万円　 -百万円　 591百万円　 591百万円

　 投資信託 4,990 　 260 　 55 　 5,195 　 5,195

　 MMFおよびFFF26,720 　 - 　 - 　 26,720 　 26,720

　 市場性ある株式 671 　 277 　 - 　 948 　 948

　 計 32,969 　 540 　 55 　 33,454 　 33,454

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 101 　 - 　 - 　 101 　 101

　 計 101 　 - 　 - 　 101 　 101

合計 33,070 　 540 　 55 　 33,555 　 33,555

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 市場性ある株式 7,486百万円　 4,552百万円　 238百万円　 11,800百万円　 11,800百万円

　 計 7,486 　 4,552 　 238 　 11,800 　 11,800

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 3,964 　 1 　 43 　 3,922 　 3,964

　 国債 200 　 1 　 - 　 201 　 200

　 公債
（国債を除く）

706 　 1 　 - 　 707 　 706

　 計 4,870 　 3 　 43 　 4,830 　 4,870

合計 12,356 　 4,555 　 281 　 16,630 　 16,670

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
上記の投資のほかに市場性ない持分証券(原価法)が399百万円あります。

　

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

19/35



　

　 　
当第3四半期連結会計期間末

(2011年12月31日)
短期投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 589百万円　 2百万円　 1百万円　 590百万円　 590百万円

　 投資信託 6,093 　 66 　 179 　 5,980 　 5,980

　 MMFおよびFFF16,562 　 - 　 - 　 16,562 　 16,562

　 市場性ある株式 606 　 193 　 12 　 787 　 787

　 計 23,850 　 261 　 192 　 23,919 　 23,919

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 2,713 　 - 　 8 　 2,705 　 2,713

　
公債
（国債を除く）

301 　 - 　 1
　

300 　 301

　 計 3,014 　 - 　 9 　 3,005 　 3,014

合計 26,864 　 261 　 201 　 26,924 　 26,933

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 　
当第3四半期連結会計期間末

(2011年12月31日)
投資： 原価額 　 未実現利益 　 未実現損失 　 公正価値 　 簿価

売却可能有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 市場性ある株式 7,177百万円　 2,932百万円　 182百万円　 9,927百万円　 9,927百万円

　 計 7,177 　 2,932 　 182 　 9,927 　 9,927

満期保有有価証券 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　 社債 5,591 　 10 　 24 　 5,577 　 5,591

　 国債 200 　 1 　 - 　 201 　 200

　 公債
（国債を除く）

605 　 3 　 - 　 608 　 605

　 計 6,396 　 14 　 24 　 6,386 　 6,396

合計 13,573 　 2,946 　 206 　 16,313 　 16,323

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

上記の投資のほかに市場性ない持分証券（原価法）が386百万円あります。

　

投資信託は信託銀行に預託された資金で、他の投資家の投資資金とともに合同運用され、信託銀行のファン

ドマネージャーが管理しております。2011年3月31日および2011年12月31日現在で、各投資信託は市場性ある

株式と利付債券で運用されております。市場性ない有価証券は、取得原価で計上され、定期的に減損テストを

行っております。市場性ない有価証券の公正価値を見積ることは実務上困難です。

　

2011年3月31日および2011年12月31日現在における投資カテゴリー別および未実現損失が継続的に発生し

ている期間別の売却可能有価証券の公正価値および未実現損失は以下のとおりです。なお、未実現損失が継続

的に生じている期間は比較的短期間であること、およびその他の関連する要因に基づいて、当社グループは、

これらの売却可能有価証券について一時的でない減損は発生していないと判断しております。2011年3月31日

および2011年12月31日現在、12ヶ月以上の期間にわたり生じている未実現損失はありません。
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前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

投資信託 1,669百万円　 55百万円　 -百万円　 -百万円

合計 1,669 　 55 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

市場性ある株式 2,237 　 238 　 - 　 -

合計 2,237 　 238 　 - 　 -
　

　 　

　
当第3四半期連結会計期間末

(2011年12月31日)
　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

　社債 489百万円　 1百万円　 -百万円　 -百万円

　投資信託 3,010 　 179 　 - 　 -

　市場性ある株式 165 　 12 　 - 　 -

合計 3,664 　 192 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

　市場性ある株式 2,119 　 182 　 - 　 -

合計 2,119 　 182 　 - 　 -

　

2011年3月31日および2011年12月31日現在における投資カテゴリー別及び未実現損失が継続的に発生して

いる期間別の満期保有有価証券の公正価値および未実現損失は以下のとおりです。満期保有有価証券は高格

付であり、当社グループには満期まで保有する十分な意思及び能力があるため、損失が実現しないと判断して

おります。

　

　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

　社債 101百万円　 -百万円　 -百万円　 -百万円

合計 101 　 - 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

　社債 2,442 　 6 　 563 　 37
　公債
　（国債を除く）

303 　 - 　 - 　 -

合計 2,745 　 6 　 563 　 37

　

　
当第3四半期連結会計期間末

(2011年12月31日)
　 12ヶ月未満 　 12ヶ月以上

　 公正価値 　 未実現損失 　 公正価値 　 未実現損失

短期投資： 　 　 　 　 　 　 　

　社債 2,101百万円　 8百万円　 -百万円　 -百万円
　公債
　（国債を除く）

200 　 1 　 - 　 -

合計 2,301 　 9 　 - 　 -

投資： 　 　 　 　 　 　 　

　社債 1,628 　 11 　 790 　 13

合計 1,628 　 11 　 790 　 13
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2011年12月31日現在における公社債の償還日までの期間による分類は、連結貸借対照表の分類とは別に、以

下のとおりです。

　

原価 売却可能有価証券 　 満期保有有価証券 　 合計

1年以内 -百万円　 3,014百万円　 3,014百万円

1年超5年以内 589 　 5,796 　 6,385

5年超10年以内 - 　 600 　 600

10年超 - 　 - 　 -

合計 589 　 9,410 　 9,999

　

公正価値 売却可能有価証券 　 満期保有有価証券 　 合計

1年以内 -百万円　 3,005百万円　 3,005百万円

1年超5年以内 590 　 5,798 　 6,388

5年超10年以内 - 　 588 　 588

10年超 - 　 - 　 -

合計 590 　 9,391 　 9,981

　

短期投資および投資の実現益は、前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間において、それ

ぞれ166百万円および14百万円となりました。短期投資および投資の実現益は前第3四半期連結会計期間にお

いて32百万円ありましたが、当第3四半期連結会計期間はありません。

一時的な下落ではないとみなされる短期投資および投資の減損を含む市場性ある有価証券の実現損は、前

第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間、前第3四半期連結会計期間および当第3四半期連結

会計期間において、それぞれ181百万円および657百万円、151百万円および41百万円となっております。売却さ

れた有価証券の原価は、移動平均法に基づき算定されております。市場価額の下落が一時的でない市場性ある

短期投資および投資における未実現損失は、前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間、前第

3四半期連結会計期間および当第3四半期連結会計期間において、有価証券の実現損として、それぞれ181百万

円および657百万円、151百万円および41百万円を計上しております。その結果、その他の包括利益（△損失）

のうち実現した損益への振替額は、前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間、前第3四半期

連結会計期間および当第3四半期連結会計期間では、それぞれ15百万円の実現損および643百万円の実現損、

119百万円の実現損および41百万円の実現損となっており、その他の包括利益（△損失）に含まれる未実現損

益発生額は、それぞれ1,384百万円の未実現損および2,623百万円の未実現損、1,416百万円の未実現益および

887百万円の未実現損となっております。

売却可能有価証券の売却および償還による回収金額は、前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結

累計期間において、それぞれ1,297百万円および11,010百万円となりました。

　満期保有有価証券の償還による回収金額は、前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間にお

いて、それぞれ800百万円および100百万円となりました。
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７　法人税等

2011年11月30日に、日本の国会は「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等

の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号。以下「改正法人税法」という。）及び「東日本大震災から

の復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号。以下

「復興財源確保法」という。また、改正法人税法と復興財源確保法を合わせて、以下「改正法人税法等」とい

う。）を可決しました。

　この改正法人税法により、2012年4月1日以後に開始する事業年度の所得金額に対する法人税の税率が、現行

の30％から25.5％に引き下げられる一方、復興財源確保法においては復興特別法人税が創設され、2012年4月1

日から2015年3月31日までの間に開始する事業年度において、各課税事業年度の基準法人税額に10％の税率を

乗じて復興特別法人税額が計算されることになりました。

　このため、当社および日本の連結子会社の2012年4月1日以後に開始する事業年度の所得金額に対する法人税

の標準税率は現在の40.3%から37.7％に、また2015年4月1日以後に開始する事業年度の所得金額に対する法人

税の標準税率は35.4％に変更となります。

　当第3四半期連結会計期間中に税率の変更等が行われたことにより、当社および日本の連結子会社において

は、当第3四半期連結会計期間末日以降、一時差異等が解消するまでスケジューリングを行った上で、各事業年

度の法人税標準税率に基づき、繰延税金資産及び繰延税金負債を算定しております。

　上記改正法人税法等による税率変更の影響は軽微であります。
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８　契約債務および偶発債務

当社は、従業員による外部金融機関からの借入れに対し、保証をしております。従業員の住宅ローンおよび

教育ローンの保証に対する偶発債務は、2011年12月31日現在、5百万円です。当社は当該従業員の債務不履行時

にローン契約を履行する義務があります。2011年12月31日現在において、これらの債務保証に関する偶発債務

の公正価値に重要性はありません。

当社グループは、ある一定期間において、当社の製品およびサービスに対する保証を行っております。見積

りは主として過去の実績額に基づいております。前連結会計年度および当第3四半期連結累計期間における製

品保証引当金の変動は以下のとおりです。

　

　 前連結会計年度
（自　2010年 4月 1日
   至　2011年 3月31日) 　

当第3四半期連結累計期間
（自　2011年 4月 1日
   至　2011年12月31日)

期首残高 1,835百万円　 2,015百万円

当期増加額 1,601 　 1,330

当期減少額（目的使用） △ 1,344 　 △ 1,304

為替換算調整額 △ 77 　 △ 203

期末残高 2,015 　 1,838

　

９　公正価値の測定

米国財務会計基準審議会・会計基準編纂書820「公正価値の測定および開示」は、公正価値の測定に用い

る評価技法に用いるインプットの優先順位をつける公正価値ヒエラルキーを確立しております。ヒエラル

キーは、最優先順位である同一資産・負債の活発な市場における調整不要な公表価格(レベル1インプット

による測定)、および最も優先順位が低い観察不能なインプット価格(レベル3インプットによる測定)を定

義しております。

　

公正価値ヒエラルキーは、以下の3つのレベルから構成されております。

　

レベル１－測定日において直接入手可能な同一資産・負債の活発な市場における公表価格の

            インプット

　レベル２－レベル１の公表価格を除く、直接的・間接的に観察可能な資産・負債のインプット

　レベル３－観察不能な資産・負債のインプット

　

これらのインプットに基づき測定された資産・負債の公正価値のヒエラルキーは、重要なインプットの

うち最も低いレベルのインプットに基づき分類されます。

　

EDINET提出書類

株式会社マキタ(E01920)

四半期報告書

24/35



　

継続的に公正価値によって評価する資産・負債

2011年3月31日および2011年12月31日現在における当社グループが保有する継続的に公正価値によって評

価する資産・負債は以下のとおりです。

　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日)

　 合計 　 レベル1 　 レベル2 　 レベル3

資産: 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　短期投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
    社債 591百万円 　 -百万円 　 591百万円 　 -百万円

    投資信託 5,195　 　 4,156　 　 1,039　 　 -　

    MMFおよびFFF 26,720　 　 -　 　 26,720　 　 -　

    市場性ある株式 948　 　 948　 　 -　 　 -　

　金融派生商品 45　 　 -　 　 45　 　 -　
　投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　　市場性ある株式 11,800　 　 11,800　 　 -　 　 -　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
負債： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　金融派生商品 △ 433　 　 -　 　 △ 433　 　 -　
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　
当第3四半期連結会計期間末

(2011年12月31日)
　 合計 　 レベル1 　 レベル2 　 レベル3

資産: 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　短期投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
    社債 590百万円 　 -百万円 　 590百万円 　 -百万円

    投資信託 5,980　 　 5,128　 　 852　 　 -　

    MMFおよびFFF 16,562　 　 -　 　 16,562　 　 -　

    市場性ある株式 787　 　 787　 　 -　 　 -　

　金融派生商品 400　 　 -　 　 400　 　 -　
　投資： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　　市場性ある株式 9,927　 　 9,927　 　 -　 　 -　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
負債： 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
　金融派生商品 △ 64　 　 -　 　 △ 64　 　 -　

　

レベル1の短期投資は主に投資信託であり、レベル1の投資は市場性ある株式です。両者はともに十分な取引

量と頻繁な取引がある活発な市場における調整不要な市場価格に基づいて見積っております。

レベル2の投資信託は、国内株式型投資信託および国内債券型投資信託、外国債券型投資信託などであり、多

くの投資信託は、契約により解約請求後30日以内に資金化されます。これらの公正価値は、当該投資信託の純

資産価値など、市場で観察可能な基礎条件に基づいて見積っております。レベル2のMMF(マネー・マネジメン

ト・ファンド)およびFFF(フリー・ファイナンシャル・ファンド)は、国内外の公社債およびコマーシャル

ペーパーを中心に投資する安定した収益確保を目指した商品です。

レベル2の金融派生商品は、為替予約からなります。それらの公正価値は、為替レートや金利、ボラティリ

ティなどの市場で観察可能な基礎条件に基づいて見積っております。

　

非継続的に公正価値によって評価する資産・負債

前連結会計年度においては、欧州セグメントに含まれる長期性資産に対して、将来使用可能性がなくなった

ため、減損損失262百万円を計上し評価をゼロにしております。当社は、上記資産は観察不能なインプットに基

づき評価しているため、レベル3に分類しております。
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10　金融派生商品とヘッジ活動

リスク管理方針

当社グループは、外国為替および利率の変動といった市場リスクに直面しております。当社グループはこう

したリスクを軽減するため、為替予約、通貨オプションの金融派生商品を活用しております。当社グループは

トレーディング目的、投機目的で金融派生商品を活用しておりません。

当社グループは、取引相手方の契約不履行による信用損失を受ける可能性がありますが、取引相手方の多く

は国際的に認知された信用度が高いと考えられている金融機関であるため、取引相手方の契約不履行は無い

ものと考えております。また、契約を主な金融機関に分散しております。

　

外国為替リスク管理

当社グループは国際的に取引を実施しており、外国為替の変動による市場リスクに直面しているため、外貨

為替のリスクをヘッジする目的で為替予約、通貨オプションを導入しております。

これら金融派生商品は主に関係会社間の営業活動、財務活動により発生する為替リスクに対して使用しま

す。2011年3月31日および2011年12月31日現在、これら金融派生商品の公正価値は以下のとおりです。

ヘッジ手段として指定されていない金融派生商品
　

　 勘定科目 　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第3四半期連結会計期間末
(2011年12月31日)

資産 　 　 　 　 　 　 　 　

　為替予約 　 その他の流動資産 　 45百万円 　 400百万円

　通貨オプション 　 その他の流動資産 　 -　 　 -　

合計 　 　 　 45　 　 400　

負債 　 　 　 　 　 　 　 　

　為替予約 　 その他の流動負債 　 △ 433　 　 △ 64　
　通貨オプション 　 その他の流動負債 　 -　 　 -　

合計 　 　 　 △ 433　 　 △ 64　

　

前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間、前第3四半期連結会計期間および当第3四半期

連結会計期間の公正価値の変動は以下のとおりです。

　

ヘッジ手段として指定されていない金融派生商品 　 　 　 　
　 　 　 　 　 デリバティブ損益の金額

　 　 勘定科目
　

前第3四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
  至　2010年12月31日)

　
当第3四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年12月31日)

為替予約 　 為替差損益（純額） 　 481百万円 　 724百万円
通貨オプション 　 為替差損益（純額） 　 4　 　 -　

合計 　 　 　 485　 　 724　

　

ヘッジ手段として指定されていない金融派生商品 　 　 　 　
　 　 　 　 　 デリバティブ損益の金額

　 　 勘定科目
　

前第3四半期連結会計期間
(自　2010年10月 1日
  至　2010年12月31日)

　
当第3四半期連結会計期間
(自　2011年10月 1日
  至　2011年12月31日)

為替予約 　 為替差損益（純額） 　 514百万円 　 △ 263百万円
通貨オプション 　 為替差損益（純額） 　 - 　 　 - 　

合計 　 　 　 514　 　 △ 263　
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2011年3月31日および2011年12月31日現在におけるデリバティブ資産およびデリバティブ負債に係る想定

元本残高の金融派生商品毎の内訳および通貨毎に区分した内訳は、以下のとおりです。

　

想定元本残高の
金融派生商品毎の内訳

前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第3四半期連結会計期間末
(2011年12月31日)

為替予約 22,836百万円 　 22,488百万円
通貨オプション - 　 　 - 　

合計 22,836　 　 22,488　
　 　 　 　 　 　
　 　 　 　 　 　
想定元本残高の
通貨毎の内訳

前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第3四半期連結会計期間末
(2011年12月31日)

米ドル 15,533百万円 　 15,487百万円
ユーロ 5,254　 　 4,732　
その他 2,049　 　 2,269　

合計 22,836　 　 22,488　

　 　 　 　 　 　

金利リスク管理

当社グループは、主に当社を通して財務活動、投資活動を行っております。現在当社グループは、グループ内

金融を主体に行っており、当社および子会社の余剰資金を他の資金不足の子会社へ融資することにしている

ため、金利の変動リスクは軽微です。
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11　金融商品の時価情報

公正価値の見積りには、実務上見積りが可能な金融商品に関して、以下の見積方法および重要な仮定が用い

られております。

(1) 現金及び現金同等物、定期預金、受取手形及び売掛金、短期借入金、支払手形及び買掛金、

      未払金及び未払費用

満期日が短期または存在しないため、その帳簿価額をもって公正価値とみなしております。

(2) 長期定期預金

公正価値は、満期日までの残存期間に相当する定期預金の期末時の市場利子率により、将来のキャッ

シュ・フローを割り引いて見積っております。

(3) 短期投資及び投資

市場性ある有価証券の公正価値は、市場の相場に基づいて見積っております。市場性ない有価証券につ

いては、市場の相場が存在しないため合理的な公正価値の見積りは実務上困難です。そのような市場性な

い有価証券は公正価値の測定から除かれておりますが、公正価値が著しく低下したとき、またはその兆候

が現れたときは、公正価値は測定されます。市場性ない有価証券は、2011年3月31日および2011年12月31日

現在において、それぞれ399百万円および386百万円となります。

(4) 長期債務

長期債務の公正価値は、借入ごとに将来のキャッシュ・フローから、類似の満期日の借入金に対して適

用される期末時点での借入金利を用いて割り引いて算定した現在価値に基づいて算定しております。

(5) 金融派生商品

為替予約から構成される金融派生商品の公正価値は、取引金融機関から入手した相場に基づいて見

積っております。

 

　2011年3月31日および2011年12月31日現在の金融商品の見積公正価値は、以下のとおりです。

　

　
前連結会計年度末
(2011年 3月31日) 　

当第3四半期連結会計期間末
(2011年12月31日)

　 簿価 　 公正価値 　 簿価 　 公正価値

短期投資 33,555百万円　 33,555百万円　 26,933百万円　 26,924百万円

投資 16,670 　 16,630 　 16,323 　 16,313

長期定期預金 11 　 11 　 11 　 11

長期債務(1年以内に返済予
定の長期債務を含む) △ 549 　 △ 550 　 △ 529 　 △ 530

為替予約：資産 45 　 45 　 400 　 400

為替予約：負債 △ 433 　 △ 433 　 △ 64 　 △ 64

　

(6)　公正価値の前提について

公正価値の見積りについては特定の一時点で、利用可能な市場情報および当該金融商品に関する情報

に基づいて算定しております。

これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実な点および当社の判断を含んでおります。そのた

めこれらの前提が変わることにより、その見積りに重要な影響を及ぼす可能性があります。
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12　セグメント情報

以下に報告されているオペレーティング・セグメントは、そのセグメントの財務情報が入手可能なもので、

当社のマネジメントによって定期的に使用されているものです。マネジメントは、セグメントの業績評価や経

営資源の配分を行うため、様々な分析を行っております。

　

地域別セグメント

前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間、前第3四半期連結会計期間および当第3四半期

連結会計期間の当社グループのオペレーティング・セグメントは日本グループ、欧州グループ、北米グルー

プ、アジアグループ、その他の地域グループより構成されております。

当社グループのセグメント情報は、所在地別の集計です。

本邦以外の区分に属する主な国または地域は以下のとおりです。

(1) 欧州……………ドイツ、英国、イタリア、フランス、フィンランド

(2) 北米……………米国、カナダ

(3) アジア…………中国、シンガポール

(4) その他の地域…オーストラリア、ブラジル、アラブ首長国連邦

当社は全てのオペレーティング・セグメントの業績を米国で一般に公正妥当と認められた会計基準により

評価しております。各セグメントの営業利益の算出方法は、連結損益計算書における営業利益の算出方法と一

致しており、受取利息及び配当金、支払利息、為替差損益、および有価証券実現損益などを含みません。各セグ

メントの総資産は所在地別の集計です。

セグメント情報における会計処理基準は、当社の連結財務諸表における会計処理基準と一致しております。

セグメント間の売上は第三者取引価格によっております。 

　消去又は全社の項目は、セグメント間取引の金額、セグメント間債権債務の金額、およびセグメント間取引に

係る未実現利益の消去金額を含みます。

当社グループは電動工具等を製造・販売しております。当社オペレーティング・セグメントの収益は、実質

的に全て、電動工具等の製品、部品の販売、および修理によるものです。
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前第3四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
  至　2010年12月31日)

　
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

45,88086,17628,9789,55633,979204,569 - 204,569

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

36,2042,3932,16470,991 72 111,824△111,824 -

計 82,08488,56931,14280,54734,051316,393△111,824204,569

　　営業費用 75,47077,48529,37870,84428,601281,778△110,037171,741

　　営業利益 6,61411,0841,7649,7035,45034,615△ 1,78732,828

　　営業外損益 - - - - - - - △ 427

税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 32,401

長期性資産 39,83114,5371,70110,8864,17471,129△ 13770,992

総資産 231,860109,07328,31166,39643,790479,430△128,681350,749

設備投資 1,8313,253 145 2,374 209 7,812 △ 43 7,769

減価償却費 3,135 895 265 1,083 280 5,658 △ 43 5,615

　

当第3四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年12月31日)

　
日本
(百万円)

欧州
(百万円)

北米
(百万円)

アジア
(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

52,22793,80528,6319,97439,036223,673 - 223,673

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

42,2152,8232,59583,383 327131,343△131,343 -

計 94,44296,62831,22693,35739,363355,016△131,343223,673

　　営業費用 82,16285,31729,29085,02033,738315,527△130,411185,116

　　営業利益 12,28011,3111,9368,3375,62539,489△932 38,557

　　営業外損益 - - - - - - - △2,545

税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 36,012

長期性資産 39,95713,9311,73914,4813,70773,815△141 73,674

総資産 230,029107,81328,94674,90647,725489,419△132,710356,709

設備投資 3,2781,523 397 4,967 280 10,445 △39 10,406

減価償却費 2,709 931 263 1,089 310 5,302 △38 5,264

前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間において、連結売上高の10%以上を占める重要な

単一顧客はありません。
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前第3四半期連結会計期間
(自　2010年10月 1日
  至　2010年12月31日)

　
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

15,54029,34610,4363,57811,86270,762 - 70,762

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

13,6211,008 776 24,614 24 40,043△40,043 -

計 29,16130,35411,21228,19211,886110,805△40,04370,762

　　営業費用 26,10126,76910,47025,2479,63598,222△38,44559,777

　　営業利益 3,0603,585 742 2,9452,25112,583△1,59810,985

　　営業外損益 - - - - - - - △335

税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 10,650

長期性資産 39,83114,5371,70110,8864,17471,129△137 70,992

総資産 231,860109,07328,31166,39643,790479,430△128,681350,749

設備投資 669 1,099 40 1,055 61 2,924 △10 2,914

減価償却費 1,133 309 87 366 95 1,990 △11 1,979

　

当第3四半期連結会計期間
(自　2011年10月 1日
  至　2011年12月31日)

　
日本

(百万円)

欧州

(百万円)

北米

(百万円)

アジア

(百万円)

その他
の地域
(百万円)

計

(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結

(百万円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

17,22629,1878,5023,03212,69070,637 - 70,637

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

13,9241,203 753 24,290 48 40,218△40,218 -

計 31,15030,3909,25527,32212,738110,855△40,21870,637

　　営業費用 27,56827,1188,69525,34211,482100,205△41,17259,033

　　営業利益 3,5823,272 560 1,9801,25610,650 954 11,604

　　営業外損益 - - - - - - - △106

税金等調整前四半期純利益 - - - - - - - 11,498

長期性資産 39,95713,9311,73914,4813,70773,815△141 73,674

総資産 230,029107,81328,94674,90647,725489,419△132,710356,709

設備投資 1,557 616 117 2,207 91 4,588 △2 4,586

減価償却費 952 298 89 369 93 1,801 △11 1,790

前第3四半期連結会計期間および当第3四半期連結会計期間において、連結売上高の10%以上を占める重要な

単一顧客はありません。
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13　1株当たり情報

1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益の計算は下記のとおりです。

　前第3四半期連結累計期間および当第3四半期連結累計期間、前第3四半期連結会計期間および当第3四半期連

結会計期間において希薄化の影響はありません。

　

1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

　
前第3四半期連結累計期間
(自　2010年 4月 1日
  至　2010年12月31日) 　

当第3四半期連結累計期間
(自　2011年 4月 1日
  至　2011年12月31日)

当社株主に帰属する
四半期純利益

23,134百万円 　 24,712百万円

加重平均普通株式数 137,759,739株　 137,692,624株

1株当たり当社株主に帰属する
四半期純利益 167.9円　 179.5円

　 　 　 　

　

前第3四半期連結会計期間
(自　2010年10月 1日
  至　2010年12月31日) 　

当第3四半期連結会計期間
(自　2011年10月 1日
  至　2011年12月31日)

当社株主に帰属する
四半期純利益

8,012百万円　 7,607百万円

加重平均普通株式数 137,759,230株　 137,567,873株

1株当たり当社株主に帰属する
四半期純利益 58.2円　 55.3円

　

14　後発事象

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第100期（2011年4月1日から2012年3月31日まで）中間配当については、2011年10月31日開催の取締役会

において、2011年9月30日の最終の株主名簿および実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、次の

とおり中間配当を行うことを決議いたしました。 

 

配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　2,066百万円 

 

１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　 15円 

 

支払請求権の効力発生日および支払開始日　   2011年11月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
2012年２月10日

株式会社マキタ

取締役会  御中

　 

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員 　 公認会計士　 羽 太 典 明 　印 　

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 小 山 秀 明 　印 　

　 　 　

指定有限責任社員
業務執行社員 　

公認会計士　 大 北 尚 史 　印 　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式
会社マキタの2011年４月１日から2012年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（2011年10
月１日から2011年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（2011年４月１日から2011年12月31日まで）
に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結キャッシュ
・フロー計算書及び四半期連結財務諸表に関する注記事項について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関す
る注記事項１参照）に準拠して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は
誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、米国において一般に公正妥
当と認められる企業会計の基準（四半期連結財務諸表に関する注記事項１参照）に準拠して、株式会社マキ
タ及び連結子会社の2011年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第
３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
 

(注) 　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書

提出会社)が別途保管しております。
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